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日本不動産研究所研究部次長の後藤健太郎氏は、耐震・環境不動産形成促進事業の仕組みを参考に、「木のビル」の普及に向
けた官民合同ファンドの立ち上げを提唱する（資料提供：日本不動産研究所）

老朽・低未利用不動産について、国が民間投資の呼び水となるリスクマネーを供給することにより、民間の資金やノウハウ
を活用して、耐震・環境性能を有する良質な不動産の形成（改修・建て替え・開発事業）を促進し、地域の再生・活性化に 
資するまちづくり、地球温暖化対策を推進する。

国
（国土交通省）
（環境省）

（一社）環境不動産普及促進機構

Jリート、企業、個人（元所有者など）、年金　など

投資事業有限責任組合
（LPS）

国費
出資

出融資
（期間：原則10年以内）

老朽不動産

一定の環境性能または耐震改修が条件
老朽・

低未利用不動産

耐震・環境不動産の売却、LPS出融資（　　）の借り換えなど

出資償還

償還

譲渡

出融資

融資
金融機関

投資家所有者

ファンド・マネージャー（FM）など
［不動産運用会社］

耐震・環境不動産支援基金

対象事業：特別目的会社（SPC）などが行う耐震・環境
　　　　　不動産に関わる事業（改修・建て替え・開発）

低未利用地（更地）
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展望●「木のビル」は身近になるのか

木造の呼称変更でイメージ刷新
普及促進には金融支援も必要

図3  投資ファンドの参考事例「耐震・環境不動産形成促進事業」

　木質系耐火部材を用いた建築物の存在
はビルオーナーや投資家にとって身近なもの
になっていくのか──。課題は、技術のオー
プン化と建設コストの引き下げだけではない。
日本不動産研究所研究部次長の後藤健
太郎氏は、木のイメージ刷新、事業性の確
保、そして金融支援の必要性を挙げる。
　「いまの木造は昔のものとは違います。火
災や地震に対する安全性がほかの構造形
式に劣るわけではありません。旧来のとは違う
ことを印象付ける意味でも『木造』という名称
ではなく、『木質造』や『スーパー木造』な
ど別の名称を付けたほうがいいと思います」
　木造の弱さを印象付ける1つの要因は、
固定資産の減価償却費を決めるときに用い
る税法上の耐用年数だ。事務所を例に
取れば、鉄筋コンクリート造で50年、鉄骨
造で30年前後なのに対し、木造は24年。
事務所以外の用途で比べても、木造は耐
用年数が短いのが実情だ。
　もちろん、この耐用年数の短さがあるから
こそ、木造には節税メリットを見込める面が

ある。建物の取得額が同じなら、減価償
却の期間が短いほど償却額は増えるから
だ。それは1つの魅力ではある。

　しかし現実には、いまの木質系耐火部材
が24年しか持たないということはあり得な
い。 「かつて供給された木造住宅の中には
確かにその程度の年数しか持たないものも
みられました。しかし、それは決して木造だ
からではなく、造りの問題です」（後藤氏）。
　木造の弱さを印象付けるもう1つの要因
は、国が建築物の非木造化へ突き進んだ
ことに遡る。1950年代以降、国はいまと全
く反対に、木材消費の抑制や不燃化の促
進の観点から非木造を推進した。それが、
非木造を木造より一段上に位置付ける見
方を生んだ。
　そうした旧来の「木造」のイメージの呪
縛から、新しい名称によって解き放たれよう。
それが、名称変更の趣旨である。

　一方で、木質系耐火部材を用いたビル
の開発が事業として成り立つことも欠かせな
い。「まだコスト高である以上、相場以上
の賃料を確保できるなど、そうした造りを選
択するだけの合理的な理由が必要です」と
後藤氏。ただ、メリットさえ明確になってい
けば、急速に普及することも考えられるという。
　可能性の1つとして後藤氏が挙げるのは、
木質系耐火部材の「軽さ」。耐震改修の場
面で生かせるという。「古いビルの耐震改
修では上層階を、木質系耐火部材を用い
た軽い構造体に置き換える改修法も考えら
れます。それによって、耐震基準を満たしや
すくする。建て替えなどほかのケースと比べた
うえでメリットが見込めることが前提です」。
　後藤氏はさらに、「国が制度化した耐
震性能や環境性能の向上を図る『耐震・
環境不動産形成促進事業』の仕組みを
参考に、木質系耐火部材を用いたビルの
供給を促す手も考えられます」と提唱する。
同事業は、官民の資金を元手に投資事
業有限責任組合（LPS）を立ち上げ、老
朽不動産や低未利用不動産の活用を促
していくものだ（図3）。
　この新たな仕組みでは、耐震・環境不
動産形成促進事業でLPSの出融資を受
けられる条件を「一定の環境性能または
耐震改修」としているところを、例えば「一
定量の木材利用」などに置き換える。それ
によって、木質系耐火部材を用いたビルを
不動産市場に供給しやすくする。民間投
資の呼び水となる新たなファンドを立ち上げ、
市場づくりを金融面から後押しする仕組み
である。
　「ファンドの資金源をどこに求めるかという
点は課題です。ただ、こうした金融面のサ
ポートによって市場づくりを後押しすることは、
木質系耐火部材を用いたビルの技術開発
にとっても重要です」。後藤氏はそう強調する。

部材の「軽さ」を生かし
耐震改修への活用も
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market scope
マーケットスコープ

元のマーケットは、歴史的低
金利の住宅ローンなど好材
料はあるものの販売価格の

高止まりで、顧客が住宅購入に踏み切
る決め手に欠ける。　
　デベロッパー各社が在庫を抱えて
苦戦傾向にある中で、多少高額だが
建売事業分野で好業績を上げている
デベロッパーがある。このデベロッパー
は成功の秘訣を「デベロッパーは付加
価値を付けて売るのが使命。われわ
れが建売事業を手掛ける意義は、い
かに安心、信用、信頼、期待をユーザー
に与えられるかにある」と言い切る。
　この「期待」というキーワードに注目
すると、用地取得は「住んでみたいエリ
ア」に集中させている。建物は単純な
箱ではなく、ロフトのような小屋裏を設
けて床面積プラスアルファの魅力的な
空間をつくり、実利的価値も生み出す。
その一方で室内の動線計画も入念に
行う。いわばマーケティング重視で、エ
リアに合う家づくりを心掛けている。こ
のデベロッパーはマンション分譲では
最大手だが、こうした住み手の「期待」
感が盛り上がる住宅は、市場活性化に
寄与していきそうだ。

　新築マンションの価格が上がり始め
たのは、アベノミクス効果が出た2013
年からである。価格高騰に伴い市場は
減速し、17年に入っても依然厳しさが
残っている。現状の閉塞感を打開する
には、先に述べた魅力的な商品づくり
の継続とユーザーの価格負担力に近
づけるための戦略的な価格政策が欠
かせない。一部大手の中では郊外エリ
アを中心に物件価格の抑制を始めた
企業も出てきた。こうした大手企業の
動きで市場に“値ごろ感”が出てくれば、
他社への販売価格にも大きく影響を与
えそうだ。
　人口減少、少子高齢化の波は、日
本社会の隅 ま々で多様な課題を突き
付けている。だからといって、生活や仕
事の拠点、家族団らんの場である住ま
いを提供する事業がなくなるわけでは
ない。今後、IoT（モノのインターネット）
やAI（人工知能）などが住宅に組み込
まれていけば、住まいの中にある様 な々
機器の操作パネルも1つのモニターで
管理できるようになる。IoTとAIの普
及は暮らしをより快適なものにするばか
りでなく、住宅を面白い、楽しいものに
してくれるはずだ。

足

これからの住宅市場の行方
プラスアルファの価値付けが肝要

文・目黒 孝一（不動産ジャーナリスト）

供給の減少や価格の割高感が伝えられる分譲住宅市場。
住宅需要の減少が予測される中、どのような活路を見いだすのか。

将来像を含めて展望する。
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レポート」によれば、2016年第4四
半期の地価LOOK 総合評価は、全
100地区のうち、84地区を「上昇」と判
定した。地方圏でも2015年第4四半
期以降、一段高い「3％以上6％未満」
の上昇地区が安定的に出現しており、
地方への波及が確実なものになって
きたことがうかがえる。同レポートは、
主要都市で高度に利用が進む土地に
限定し、先行的に地価動向を把握する
ことを目的として四半期ごとに実施され
ている。
　個別地区をみると、地方圏で「3％

にJRおおいたシティ、2016年10月に
KCA・アクロスプラザ大分駅南が開業
した。JRおおいたシティは、延べ床面
積約10万7000㎡の規模で、ホテル、商
業、温泉施設、屋上庭園などで構成する。
初年度の売上高は目標を上回った。駅
周辺の整備事業も進み、住環境や利便
性が向上したことが、地価反転の背景に
あるとみられる。

全体の84％が、上昇地点

　国土交通省が発表する「地価LOOK

以上6％未満」の上昇となったのは、
札幌市中央区宮の森（住宅）、同市
同区駅前通（商業）、仙台市青葉区
中央1丁目（商業）、金沢市金沢駅周
辺（商業）、福岡市博多区博多駅周辺
（商業）の5地区だった。
　不動産市場では、東京で進む数多く
の大規模開発、マンション価格の変動
など、先行きを不安視する見方もある
が、2020年の東京五輪・パラリンピッ
クに向けて都市機能の整備・更新が
進むことにより、さらなる市場の活性化
が期待される。
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（出所）国土交通省のデータを基に著者が作成
※ 調査対象地区数は、2015年第1四半期から、
それまでの150から100に変更された。

地価LOOK
総合評価（変動率）の推移

図3
地方圏でも、2014 年第 3 四半期から10
期続けて「下落」地区がゼロとなった。名
古屋圏では、2013年第 2 四半期から15
期連続して、全地区が「上昇」と評価された。

地方圏でも78.3％の地点が「上昇」に

market information
不動産
マーケット
情報
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写真・的野 弘路

2020年以降、この一帯の風景が一変する。写真右手、JR浜松町駅と竹芝桟橋の間では

2つの再開発が動き出した。昭和の風情を感じさせ

るビルやマンションが残る街に、コンテンツ産業の

国際ビジネス拠点やホテルなどが新しく加わる。左

手に見える東芝の旧本社ビル（現・浜松町ビルディ

ング）も解体され、周辺と一体的に再開発される。

　四半世紀前に完成した竹芝ふ頭の再開発以来の

ウオーターフロント近くでの開発。再び、水辺空間

の整備や水上交通の活用にも期待がかかる。

　浜松町といえば、モノレールとJR、都営地下鉄

2路線が交わる交通の要衝。モノレールは空の玄

関である羽田空港に直結し、近くの竹芝桟橋は伊

豆・小笠原諸島への玄関口に当たる。再開発により

拠点性が高まれば、「通過する街」から「滞在する

街」へと性格が変わっていくに違いない。

浜松町
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